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１ はじめに 

令和４年度の我が国経済は、コロナ禍からの社会経済活動の正常化が進みつつある中、

緩やかな持ち直しが続いた。一方、世界経済情勢は世界的なエネルギー・食料価格などの

物価上昇を受けた世界的な金融引締めにより、減速が懸念される状況となった。このよう

なことから、我が国においては、内需の持続的な増加により世界経済の減速を乗り越え、

中長期的な成長力を高めることに重点が置かれた。 
地方行財政対策としては、新型コロナウイルス感染症の感染症法における位置付けの変

更を見据えて、地方財政の歳出構造を平時に戻すとともに、 感染症対応として実施された

地方創生臨時交付金の内容の見える化を徹底した上で、その効果・効率性についての検証

作業を行うこととされた。 
このような中、鹿児島県では、令和４年３月に策定された「行財政運営指針」に基づき、

持続可能な財政構造の構築に向けて、引き続き、歳入・歳出両面にわたる徹底した行財政

改革に取り組むこととされている。 

本市においても、令和４年２月に策定した「霧島市経営健全化計画（第４次）」の中で将

来にわたり持続可能な健全財政を維持するための方向性を定め、適切な行財政運営に努め

たところである。 

令和４年度は、（仮称）霧島市クリーンセンター整備・運営事業費の大幅増等に伴い、過

去最高額となる当初予算を編成するとともに、新型コロナウイルス感染症及びロシアのウ

クライナ侵攻等による物価高騰への対応、国の二度にわたる補正予算の影響を受け、本市

では１５号に及ぶ一般会計補正予算を編成し、最終的な予算現額は７３４億８，５０６万

５千円となった。また、新型コロナウイルス感染症等緊急対応策の総事業費は４５億３，

２１８万８千円となった。 

その結果、令和４年度普通会計決算額は、歳入総額が７３０億３，３２９万５千円、歳出

総額が６８２億８，１９１万９千円となり、前年度と比較すると歳入が２８億４，４６２

万２千円、３．７％、歳出が３５億９，９５３万３千円、５．０％の減となった。 

なお、この「決算概要」は、地方自治法（昭和２２年４月１７日法律第６７号）に基づい

て行われている令和４年度地方財政状況調査（決算統計）に基づき財政分析を行ったもの

である。 
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２ 総括  (第１～２表・第１図(P３)、第７表(P16)、第 12 表(P21)参照) 

令和４年度の普通会計決算は、 

  歳入総額 ７３０億３，３２９万５千円 

  （うち令和３年度からの繰越分 ２６億９，５６６万７千円） 

歳出総額 ６８２億８，１９１万９千円 

   （うち令和３年度からの繰越分 ２２億６，０９４万９千円） 

で、前年度と比較し、歳入は ３．７％減少、歳出は ５．０％減少した。 

各指数を前年度と比較すると、経常収支比率は、普通交付税の振替措置である臨時財政

対策債の減少に伴う経常一般財源等の減少が大きかったことから、３．９ポイント上昇し 

８７．２％となった。 

公債費負担比率は、０．４ポイント改善し １４．２％、実質公債費比率は ０．１ポイ

ント改善し ６．５％となった。 

市の借金に当たる市債の令和４年度末現在高は、前年度末に比べ ３０億５７９万４千

円減少し ４８５億９,５３７万２千円となった。 

一方、市の貯金に当たる積立基金の令和４年度末現在高は、前年度末に比べ １２億７，

８４２万２千円増加し ２５３億３，８１９万円となった。 

前年度との比較では、まず、歳入の主なものとして、市税 ６億７９３万３千円（前年度

比 ３．７％）、繰越金 ２億８，９７６万３千円（同 ７．８％）、繰入金 ２億３，３

０５万４千円（同 ６．９％）、県支出金 ２億１，４６３万９千円（同 ４．１％）、寄

附金 １億８，８１９万９千円（同 １４．２％）、地方消費税交付金 １億２，１７２万

６千円（同 ４．１％）が増加し、国庫支出金 ２０億４，１７８万３千円（同 １１．

６％）、市債 １８億９，７９０万円（同 ３５．９％）、地方特例交付金等 ２億９４５

万６千円（同 ５６．９％）、財産収入 １億９，９３５万５千円（同 ３９．０％）、地

方交付税 １億８，２９１万円（同 １．２％）が減少した。 

一方、歳出では、義務的経費のうち人件費が ９，９０３万９千円（同 １．０％）、扶

助費が ２３億１，３０５万円（同 １０．８％）、公債費が ２億８，２１３万６千円

（同 ４．１％）減少し、義務的経費全体では ２６億９，４２２万５千円（同 ７．０％）

減少した。投資的経費では、災害復旧事業費が ５億２，２７１万１千円（同 ６３．７％）

増加したものの、普通建設事業費が ６億４，８３４万３千円（同 ８．３％）減少したこ

とから、投資的経費全体では １億２，５６３万２千円（同 １．４％）減少した。その他

の経費では、主なものとして補助費等が ３億９，７９０万１千円（同 ７．１％）、物件

費が １億１，７３９万７千円（同 １．６％）増加したものの、積立金が １３億３９５

万３千円（同 ２１．２％）減少したことから、その他の経費全体では ７億７，９６７万

６千円（同 ３．１％）減少した。 

最近における決算規模の推移は第２表及び第１図のとおりである。 
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 (単位:千円,％)

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

決算額 増減率 決算額 増減率 決算額 増減率 決算額 増減率 決算額 増減率

歳 入 総 額 59,095,198 ▲ 6.5 63,577,336 7.6 82,017,685 29.0 75,877,917 ▲ 7.5 73,033,295 ▲ 3.7

歳 出 総 額 56,422,545 ▲ 8.1 60,944,660 8.0 78,310,983 28.5 71,881,452 ▲ 8.2 68,281,919 ▲ 5.0

歳 入 歳 出 差 引 2,672,653 47.4 2,632,676 ▲ 1.5 3,706,702 40.8 3,996,465 7.8 4,751,376 18.9

第１図

第２表　決算規模の推移
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第１表　収支状況及び各指数

        (単位：千円,％)

歳入総額 73,033,295 75,877,917 82,017,685 57,855,235 ▲ 3.7

収 歳出総額 68,281,919 71,881,452 78,310,983 55,288,474 ▲ 5.0

歳入歳出差引 4,751,376 3,996,465 3,706,702 2,566,761 18.9

支 翌年度へ繰越すべき財源 1,230,452 859,194 1,005,345 477,088 43.2

実質収支 3,520,924 3,137,271 2,701,357 2,089,673 12.2

状 単年度収支 383,653 435,914 737,497 － ▲ 12.0

積立金 1,400,996 1,655,130 989,072 － ▲ 15.4

況 繰上償還金 0 0 0 － －

積立金取崩し額 1,519,368 1,668,485 1,999,698 － ▲ 8.9

実質単年度収支 265,281 422,559 ▲ 273,129 － ▲ 37.2

財政力指数（３か年平均） 0.54 0.54 0.56 0.77 －

標準財政規模 34,669,626 35,411,758 34,200,306 27,236,868 ▲ 2.1

基準財政収入額 16,203,163 15,298,170 15,595,386 15,260,384 5.9

基準財政需要額 29,843,088 29,331,990 28,447,553 21,182,511 1.7

経常一般財源等収入額 34,710,671 34,557,987 32,687,543 26,959,461 0.4

実質収支比率 10.2 8.9 7.9 7.7 －

経常一般財源等比率 100.1 97.6 95.6 99.0 －

経常収支比率 87.2 83.3 90.5 89.6 －

公債費負担比率 14.2 14.6 15.2 11.8 －

実質公債費比率（３か年平均） 6.5 6.6 6.5 4.5 －

令和３年度
類似都市

指

数

等

区 分 令和４年度 令和３年度
対前年度比
(増減率）

令和２年度
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３ 決算収支 (第１表(P３)参照) 

 （１）形式収支と実質収支 

    形式収支（歳入歳出差引額）は ４７億５，１３７万６千円で、繰越明許費に充当

する翌年度へ繰り越すべき財源（１２億３，０４５万２千円）を控除した実質収支は 

３５億２，０９２万４千円の黒字となった。 

    一般的に ３～５％程度が望ましいといわれている、実質収支額の標準財政規模 

（３４６億６，９６２万６千円）に占める割合である実質収支比率は １０．２％と

なった。 

    実質収支比率が高くなった主な要因は、歳出の減少額が歳入の減少額を上回ったこ

とによるものである。 

 

 （２）単年度収支  

    令和４年度の実質収支（３５億２，０９２万４千円）から前年度の実質収支（３１

億３，７２７万１千円）を差し引いた単年度収支は ３億８，３６５万３千円の黒字

となった。 

    黒字となった主な要因は、実質収支が前年度を上回ったことによるものである。 

 

 （３）実質単年度収支  

    単年度収支には表れない財政調整基金への積立て・取崩し、繰上償還の影響を加味

した令和４年度の実質単年度収支は ２億６，５２８万１千円の黒字となった。 

    黒字となった主な要因は、財政調整基金の取崩額が積立額を上回ったものの、その

額が単年度収支の額を下回ったことによるものである。 

 
４ 財政構造 

 （１）歳入 (第３表(P５)、第２～３図(P６)参照) 

令和４年度決算における歳入総額は、７３０億３，３２９万５千円で前年度（７５

８億７，７９１万７千円）と比較して ２８億４，４６２万２千円減少した。 

決算額の構成割合は、市税が ２３．３％で最も高く、次いで国庫支出金が ２１．

３％、地方交付税 ２１．１％の順となった。 

歳入の主な項目について前年度と比較すると、合併後過去最高額となった市税が 

６億７９３万３千円（前年度比 ３．７％）、繰越金が ２億８，９７６万３千円（同 

７．８％）、繰入金が ２億３，３０５万４千円（同 ６．９％）、県支出金が ２億１，

４６３万９千円（同 ４．１％）増となった。 

一方、国庫支出金が ２０億４，１７８万３千円（同 １１．６％）、市債が １８

億９，７９０万円（同 ３５．９％）の大幅減となった。 

  

-4-



第
３

表
　

歳
入

の
状

況

 
(
単

位
：

千
円

，
％

)

区
 
 
 
 
 
 
 
分

特
定

財
源

一
般

財
源

等
特

定
財

源
一

般
財

源
等

市
税

1
6
,
9
8
2
,
9
3
9

2
3
.
3

5
3
1
,
6
5
2

1
6
,
4
5
1
,
2
8
7

1
6
,
9
8
2
,
9
3
9

1
0
0
.
0

1
6
,
3
7
5
,
0
0
6

2
1
.
6

1
5
,
8
5
7
,
1
7
5

6
0
7
,
9
3
3

3
.
7

1
7
,
7
1
9
,
9
8
8

3
0
.
6

地
方

譲
与

税
7
7
2
,
3
3
6

1
.
1

7
7
2
,
3
3
6

7
7
2
,
3
3
6

1
0
0
.
0

7
7
4
,
5
8
2

1
.
0

7
7
4
,
5
8
2

▲
 
2
,
2
4
6

▲
 
0
.
3

3
0
7
,
9
7
2

0
.
5

利
子

割
交

付
金

4
,
0
6
4

0
.
0

4
,
0
6
4

4
,
0
6
4

1
0
0
.
0

8
,
4
6
4

0
.
0

8
,
4
6
4

▲
 
4
,
4
0
0

▲
 
5
2
.
0

1
3
,
8
2
8

0
.
0

配
当

割
交

付
金

3
9
,
0
2
0

0
.
0

3
9
,
0
2
0

3
9
,
0
2
0

1
0
0
.
0

3
5
,
3
2
7

0
.
0

3
5
,
3
2
7

3
,
6
9
3

1
0
.
5

1
1
6
,
8
0
9

0
.
2

株
式

等
譲

渡
所

得
割

交
付

金
4
4
,
2
4
6

0
.
1

4
4
,
2
4
6

4
4
,
2
4
6

1
0
0
.
0

4
9
,
0
8
9

0
.
1

4
9
,
0
8
9

▲
 
4
,
8
4
3

▲
 
9
.
9

1
3
8
,
4
0
0

0
.
2

地
方

消
費

税
交

付
金

3
,
0
9
4
,
8
2
2

4
.
2

3
,
0
9
4
,
8
2
2

3
,
0
9
4
,
8
2
2

1
0
0
.
0

2
,
9
7
3
,
0
9
6

3
.
9

2
,
9
7
3
,
0
9
6

1
2
1
,
7
2
6

4
.
1

2
,
7
6
5
,
9
2
7

4
.
8

ゴ
ル

フ
場

利
用

税
交

付
金

5
2
,
6
5
8

0
.
1

5
2
,
6
5
8

5
2
,
6
5
8

1
0
0
.
0

5
0
,
6
7
6

0
.
1

5
0
,
6
7
6

1
,
9
8
2

3
.
9

2
7
,
5
3
4

0
.
1

自
動

車
税

環
境

性
能

割
交

付
金

2
7
,
2
1
1

0
.
0

2
7
,
2
1
1

2
7
,
2
1
1

1
0
0
.
0

3
1
,
5
2
5

0
.
0

3
1
,
5
2
5

▲
 
4
,
3
1
4

▲
 
1
3
.
7

3
5
,
4
1
9

0
.
1

法
人

事
業

税
交

付
金

1
9
9
,
7
1
0

0
.
3

1
9
9
,
7
1
0

1
9
9
,
7
1
0

1
0
0
.
0

2
2
1
,
9
3
8

0
.
3

2
2
1
,
9
3
8

▲
 
2
2
,
2
2
8

▲
 
1
0
.
0

2
0
4
,
1
4
2

0
.
4

地
方

特
例

交
付

金
等

1
5
8
,
9
4
1

0
.
2

1
5
8
,
9
4
1

1
5
8
,
9
4
1

1
0
0
.
0

3
6
8
,
3
9
7

0
.
5

3
6
0
,
0
6
4

▲
 
2
0
9
,
4
5
6

▲
 
5
6
.
9

2
9
3
,
4
1
6

0
.
5

地
方

交
付

税
1
5
,
4
3
9
,
7
2
0

2
1
.
1

1
,
7
3
8
,
8
1
5

1
3
,
7
0
0
,
9
0
5

1
5
,
4
3
9
,
7
2
0

1
0
0
.
0

1
5
,
6
2
2
,
6
3
0

2
0
.
6

1
4
,
0
3
3
,
8
2
0

▲
 
1
8
2
,
9
1
0

▲
 
1
.
2

6
,
7
0
4
,
7
9
5

1
1
.
6

交
通

安
全

対
策

特
別

交
付

金
1
9
,
9
5
5

0
.
0

1
9
,
9
5
5

1
9
,
9
5
5

1
0
0
.
0

2
2
,
2
2
4

0
.
0

2
2
,
2
2
4

▲
 
2
,
2
6
9

▲
 
1
0
.
2

1
6
,
3
7
5

0
.
0

分
担

金
及

び
負

担
金

1
6
6
,
9
1
0

0
.
2

4
8
,
1
2
0

2
,
4
5
2

1
1
6
,
3
3
8

0
2
,
4
5
2

1
.
5

1
8
9
,
3
2
5

0
.
2

0
▲

 
2
2
,
4
1
5

▲
 
1
1
.
8

3
1
3
,
7
9
4

0
.
5

使
用

料
及

び
手

数
料

1
,
5
4
9
,
7
0
2

2
.
2

0
3
5
3
,
8
0
8

1
,
1
3
6
,
5
3
7

5
9
,
3
5
7

4
1
3
,
1
6
5

2
6
.
7

1
,
5
1
5
,
7
5
0

2
.
0

5
7
,
1
6
6

3
3
,
9
5
2

2
.
2

7
8
3
,
0
9
1

1
.
4

国
庫

支
出

金
1
5
,
5
3
1
,
2
1
7

2
1
.
3

3
,
9
8
5
,
4
6
0

2
,
1
2
0
,
9
7
4

9
,
4
2
4
,
7
8
3

2
,
1
2
0
,
9
7
4

1
3
.
7

1
7
,
5
7
3
,
0
0
0

2
3
.
2

▲
 
2
,
0
4
1
,
7
8
3

▲
 
1
1
.
6

1
4
,
7
1
0
,
6
1
7

2
5
.
4

国
有

提
供

施
設

等
所

在
市

町
村

助
成

交
付
金

1
,
8
1
7

0
.
0

1
,
8
1
7

1
,
8
1
7

1
0
0
.
0

1
,
8
5
3

0
.
0

1
,
8
5
3

▲
 
3
6

▲
 
1
.
9

1
1
7
,
7
7
9

0
.
2

県
支

出
金

5
,
4
9
8
,
8
9
4

7
.
5

1
,
1
4
6
,
3
1
8

1
0
4
,
4
2
5

4
,
2
4
8
,
1
5
1

1
0
4
,
4
2
5

1
.
9

5
,
2
8
4
,
2
5
5

7
.
0

2
1
4
,
6
3
9

4
.
1

4
,
3
4
3
,
6
3
4

7
.
5

財
産

収
入

3
1
1
,
2
2
2

0
.
4

1
3
,
6
7
0

2
1
4
,
4
0
2

0
8
3
,
1
5
0

2
9
7
,
5
5
2

9
5
.
6

5
1
0
,
5
7
7

0
.
7

7
9
,
5
0
1

▲
 
1
9
9
,
3
5
5

▲
 
3
9
.
0

2
9
5
,
7
2
1

0
.
5

寄
附

金
1
,
5
1
5
,
6
3
3

2
.
1

1
,
5
1
3
,
0
8
0

2
,
5
5
3

2
,
5
5
3

0
.
2

1
,
3
2
7
,
4
3
4

1
.
7

1
8
8
,
1
9
9

1
4
.
2

6
9
0
,
2
9
9

1
.
2

繰
入

金
3
,
5
9
2
,
2
0
2

4
.
9

1
,
7
6
2
,
5
0
0

1
,
8
2
9
,
7
0
2

1
,
8
2
9
,
7
0
2

5
0
.
9

3
,
3
5
9
,
1
4
8

4
.
4

2
3
3
,
0
5
4

6
.
9

1
,
5
7
9
,
1
6
2

2
.
7

繰
越

金
3
,
9
9
6
,
4
6
5

5
.
5

8
0
0
,
9
1
1

3
,
1
9
5
,
5
5
4

3
,
1
9
5
,
5
5
4

8
0
.
0

3
,
7
0
6
,
7
0
2

4
.
9

2
8
9
,
7
6
3

7
.
8

1
,
7
6
5
,
2
3
0

3
.
1

諸
収

入
6
4
8
,
6
1
1

0
.
9

2
1
9
,
8
5
8

1
5
8
,
9
1
9

2
6
8
,
6
4
2

1
,
1
9
2

1
6
0
,
1
1
1

2
4
.
7

5
9
4
,
0
1
9

0
.
8

1
,
4
8
7

5
4
,
5
9
2

9
.
2

1
,
4
9
8
,
7
4
2

2
.
6

市
債

3
,
3
8
5
,
0
0
0

4
.
6

2
,
8
0
3
,
1
0
0

5
8
1
,
9
0
0

5
8
1
,
9
0
0

1
7
.
2

5
,
2
8
2
,
9
0
0

7
.
0

▲
 
1
,
8
9
7
,
9
0
0

▲
 
3
5
.
9

3
,
4
1
2
,
5
6
1

5
.
9

1
2
,
2
9
3
,
0
1
7

1
0
,
8
3
5
,
1
5
6

1
5
,
1
9
4
,
4
5
1

3
4
,
7
1
0
,
6
7
1

合
 
 
 
 
 
 
 
計

7
3
,
0
3
3
,
2
9
5

1
0
0
.
0

2
3
,
1
2
8
,
1
7
3

4
9
,
9
0
5
,
1
2
2

4
5
,
5
4
5
,
8
2
7

6
2
.
4

7
5
,
8
7
7
,
9
1
7

1
0
0
.
0

3
4
,
5
5
7
,
9
8
7

▲
 
2
,
8
4
4
,
6
2
2

▲
 
3
.
7

5
7
,
8
5
5
,
2
3
5

1
0
0
.
0

令
和

４
年

度
令

和
３

年
度

決
 
 
算

 
 
額

 
 
比

 
 
較

令
和

３
年

度
類

似
都

市

令
和

３
年

度
類

似
都

市
構

成
比

決
 
算

 
額

構
成

比
決

算
額

の
う

ち
臨

時
的

な
も

の
差

引
経

常
的

な
も

の
決

算
額

の
う

ち
一

般
財

源
等

一
般

財
源

等
の

占
め

る
割

合
決

 
算

 
額

構
成

比
決

算
額

の
う

ち
経

常
一

般
財

源
等

増
 
減

 
額

増
減

率

-5-



市税

23.3%

国庫支出金

21.3%地方交付税

21.1%
県支出金

7.5%

繰越金

5.5%

繰入金

4.9%

市債

4.6%

地方消費税交付金

4.2%

使用料及び手数料

2.2%

寄附金

2.1%

地方譲与税

1.1%
諸収入

0.9%
財産収入

0.4% 法人事業税交付金

0.3%

その他

0.6%

歳入の構成比第２図

0

50

100

150

200

250

300

市
税

国
庫
支
出
金

地
方
交
付
税

県
支
出
金

繰
越
金

繰
入
金

市
債

地
方
消
費
税
交
付
金

使
用
料
及
び
手
数
料

寄
附
金

地
方
譲
与
税

諸
収
入

財
産
収
入

法
人
事
業
税
交
付
金

そ
の
他

億円

歳入の状況（過年度分との比較）

令和４年度

令和３年度

令和２年度

令和３年度類似都市

第３図

-6-



地方交付税

21.1％

自主財源

39.5%

市税

23.3%

繰越金

5.5%

繰入金

4.9%

使用料及び手数料

2.2%

寄附金

2.1%

その他

3.3%地方消費税交付金

4.2%

市債

4.6%

県支出金

7.5%

依存財源

60.5％

国庫支出金

21.3%

第４図 自主財源と依存財源

経常的収入

68.3%

臨時的収入

31.7%

市税（都市計画税除く）

22.6%

地方交付税（普通交付税）

18.7%

国庫支出金

12.9%
県支出金

5.8%

地方消費税交付金

4.2%

使用料及び手数料

1.7%

その他

6.2%

寄附金

2.1%

地方交付税

（特別交付税）

2.4%

市債

4.6%

繰入金

4.9%

繰越金

5.5%

国庫支出金

8.4%

第６図 経常的収入と臨時的収入

国庫支出金

18.4％

一般財源等

62.4%

特定財源

37.6%

市税

23.3%

地方交付税

21.1%

繰越金

4.4%地方消費税

交付金

4.2%

国庫支出金

2.9%

繰入金

2.5%

地方譲与税

1.1%

その他

6.5%

寄附金

2.1%

繰入金

2.4%

市債（臨財債除く）

3.8％

県支出金

7.3%

第５図 一般財源等と特定財源

-7-



増加の主な要因として、市税については、市民税が ２億４，０８１万９千円、固定

資産税が ２億３，９５９万４千円、繰越金については、純繰越金が ３億８，３６５

万３千円、繰入金については、ふるさときばいやんせ基金繰入金 ２億２，６２６万８

千円などの増加によるものである。 

減少の主な要因として、国庫支出金については、価格高騰緊急支援給付金給付事業費

（住民税非課税世帯及び家計急変世帯１世帯当たり３万円）が皆増となったものの、子

育て世帯臨時特別給付金給付事業費（高校生までの子どもがいる世帯児童 1 人当たり

１０万円）及び住民税非課税世帯等臨時特別給付金給付事業費（住民税非課税世帯及び

家計急変世帯１世帯当たり１０万円）が３２億４，９７１万２千円減少したことなどに

よるものであり、市債については、臨時財政対策債 １５億４，６４０万円などが減少

したことによるものである。 

 

（ア）自主財源（市税、繰入金、繰越金等）と依存財源 (第４図(P７)参照)   

本市が自主的に調達し得る収入（自主財源）は ２８７億６，３６８万４千円（市

民一人当たり ２３万５６９円）で、前年度の ２７５億７，７９６万１千円と比べ、

１１億８，５７２万３千円、４．３％増加した。内訳では、市税、繰越金等が増加し

た。 

依存財源は ４４２億６，９６１万１千円（同 ３５万４，８６４円）で、前年度

の ４８２億９，９９５万６千円と比べ、４０億３，０３４万５千円、８．３％減少

した。 

これらの財源の構成比率は ３９．５：６０．５となっており、前年度の ３６．

３：６３．７と比較すると、自主財源の占める割合が ３．２ポイント上昇した。 

自主財源の占める割合が上昇した主な要因は、子育て世帯臨時特別給付金給付事

業費の減等により国庫支出金が減少したことや臨時財政対策債の減等により市債が

減少したことによるものである。 

行政活動の自主性と財政基盤の安定性を確保するためには、引き続き、自主財源の

比率を高める必要がある。 

なお、令和３年度全国類似都市における住民一人当たりの自主財源の額及び構成

比は、２０万３，１８８円、４２．６％である。 

 

（イ）一般財源等と特定財源 (第５図(P７)参照)  

使途が特定されていない一般財源等は ４５５億４，５８２万７千円（市民一人当

たり ３６万５，０９４円）、構成比 ６２．４％、使途が特定されている特定財源

は ２７４億８，７４６万８千円（同 ２２万３３９円）、構成比 ３７．６％とな

っている。 

対前年度比は、一般財源等が ４億９，０２１万１千円の減、特定財源が ２３億

５，４４１万１千円の減となっている。一般財源等の減少要因は、地方交付税、臨時

財政対策債等の減によるものであり、特定財源の減少要因は、子育て世帯臨時特別給

付金給付事業費の減等により国庫支出金が減少したことや市債（臨時財政対策債等除

く。）が減少したことによるものである。 
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地域の実態に沿った自主的な施策を実施していくためには、できるだけ多くの一

般財源等を確保することが望ましい。 

一方、特定財源は、当該年度の事業とりわけ普通建設事業の実施状況に大きく影響

されるものである。このため普通建設事業の実施に当たっては、国県支出金等の確保

に努め、一般財源等との効果的な活用を図るとともに、市債については世代間の負担

の公平性に配慮しつつ、地方交付税措置のあるものを積極的に活用する必要がある。 

 

（ウ）経常的収入と臨時的収入 (第６図(P７)参照)  

経常的収入は、毎会計年度で継続的、かつ、安定的に確保できる見込みの収入で歳

入構造の安定性を表す指標となるものである。臨時的収入は、恒常的に収入されるも

のではない一時的・臨時的性質の収入である。 

市税や地方交付税を主とする経常的収入は ４９９億５１２万２千円で、前年度

（４９４億１，７８８万６千円）に比べ １．０％の増となった。 

また、市債や繰入金等の臨時的収入は ２３１億２，８１７万３千円で、前年度

（２６４億６，００３万１千円）に比べ １２．６％減少した。経常的収入の増加要

因は、市税等の増によるものであり、臨時的収入の減少要因は、子育て世帯臨時特別

給付金給付事業費の減等により国庫支出金が減少したことや市債が減少したことに

よるものである。 

歳入に占める経常的収入の割合は、６８．３％（前年度 ６５．１％）であり、こ

の割合は、歳入構造の安定性を表す指標となるものである。なお、臨時的収入の割合

は ３１．７％（同 ３４．９％）である。 
また、市民一人当たりの経常的収入は ４０万３８円となっている。 

歳入に占める経常的収入が高ければ高いほど、経常的支出が相対的に低ければ低

いほど、臨時的経費に充当し得る経常的財源に余裕が生じ、行政水準の向上を図るこ

とができるとともに、収入変動があった場合の収支均衡の確保が容易になり、行政活

動の安定的発展が期待できることから、今後も経常的経費の徹底した節減を図りな

がら、経常的収入の確保に努めなければならない。 

 

（エ）経常一般財源等 (第３表(P５)参照) 

歳入構造の安定性と弾力性をさらに分析するため、経常的収入のうち一般財源等

について分析してみると、令和４年度の一般財源等は ３４７億１，０６７万１千

円で、前年度（３４５億５，７９８万７千円）より １億５，２６８万４千円増加し

ている。 

これは、地方交付税が ３億３，２９１万５千円、地方特例交付金等が ２億１１

２万３千円減少したものの、市税が ５億９，４１１万２千円、地方消費税交付金が 

１億２，１７２万６千円増加したこと等が要因である。 

また、経常一般財源等比率（経常一般財源等の標準財政規模（その地方公共団体の

標準的な状態で、通常収入される経常一般財源等の規模）に対する割合）は、１００．

１％で前年度（９７．６％）に比べ、２．５ポイント増加しており、令和３年度全国

類似都市（９９．０％）と比較すると １．１ポイント上回っている。 
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この経常一般財源等比率は、「１００」を越える度合が高いほど経常一般財源等に

余裕があることを示しており、歳入構造がより弾力的であると言えるので、今後も

増嵩する財政需要に対応して、経常一般財源等の確保には特段の努力が必要である。 

 

（オ）財政力指数 (第１表(P３)参照) 

財政分析を行う際、地方公共団体の財政力を把握する指標として、経常一般財源等

比率と併せて財政力指数がある。 

この指数は、地方交付税法の規定により算定された基準財政需要額（地方公共団体

が、合理的で妥当な水準で行政活動を行っていくために、最小限必要な財政需要）で

基準財政収入額（通常、標準的に徴収し得るであろうと考えられる税収入等のうち基

準財政需要額に見合う額）を除して得た数値の過去３か年の平均値をいい、「１」に

近いほど、さらに「１」を超えるほど財政力が強いとされている。 

本市の令和４年度の財政力指数（３か年平均）は ０．５４で、前年度（０．５４）

からの増減はないものの、令和３年度の全国類似都市（０．７７）との比較では ０．

２３ポイント下回っている。 
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第４表　歳出の状況（目的別）

(単位：千円，％)

区   分

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 増 減 額 増減比 決 算 額 構成比

議会費 295,056 0.4 285,604 0.4 9,452 3.3 311,369 0.6

総務費 10,988,796 16.1 12,404,969 17.2 ▲ 1,416,173 ▲ 11.4 7,263,640 13.1

民生費 25,320,161 37.1 27,652,109 38.5 ▲ 2,331,948 ▲ 8.4 24,335,371 44.0

衛生費 5,543,190 8.1 5,658,780 7.9 ▲ 115,590 ▲ 2.0 4,990,894 9.0

労働費 71,259 0.1 48,323 0.1 22,936 47.5 92,914 0.2

農林水産業費 1,842,476 2.7 1,913,957 2.7 ▲ 71,481 ▲ 3.7 513,451 0.9

商工費 2,109,291 3.1 1,631,787 2.3 477,504 29.3 1,564,491 2.8

土木費 4,516,058 6.6 4,679,312 6.5 ▲ 163,254 ▲ 3.5 4,847,279 8.8

消防費 2,129,264 3.1 1,943,401 2.7 185,863 9.6 1,668,928 3.0

教育費 7,560,333 11.1 7,997,750 11.1 ▲ 437,417 ▲ 5.5 5,471,717 9.9

災害復旧費 1,343,855 2.0 821,144 1.1 522,711 63.7 85,393 0.2

公債費 6,562,180 9.6 6,844,316 9.5 ▲ 282,136 ▲ 4.1 4,130,170 7.5

その他 0 0.0 0 0.0 0 0.0 12,857 0.0

合   計 68,281,919 100.0 71,881,452 100.0 ▲ 3,599,533 ▲ 5.0 55,288,474 100.0

令 和 ３ 年 度
類  似  都  市

令和４年度 令和３年度 比        較
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（２）歳出 (第４表・第７図(P11)、第５表(P12)、第８～10 図(P13)参照)  

令和４年度決算における歳出総額は ６８２億８，１９１万９千円で、前年度（７１

８億８，１４５万２千円）と比較すると ３５億９，９５３万３千円、５．０％減少し

ている。「目的別」「性質別」等の分類による歳出の特色については次のとおり。 

 

（ア）目的別歳出の状況 (第４表、第７図(P11)、第８図(P13)参照) 

行政目的別に歳出の構成比をみてみると、民生費 ３７．１％（前年度構成比 ３

８．５％）が最も高く、次に総務費 １６．１％（同 １７．２％）、教育費 １１．

１％（同 １１．１％）、公債費 ９．６％（同 ９．５％）、衛生費 ８．１％（同 

７．９％）の順となっている。 

前年度に対する伸率では、災害復旧費が ６３．７％増と最も高く、次いで労働費

が ４７．５％、商工費が ２９．３％増加している一方、総務費が １１．４％、

民生費が ８．４％、教育費が ５．５％減少している。 

増加費目のうち、災害復旧費については、大規模災害の発生による事業費の増加、

労働費については、横川勤労者技術研修館の解体工事を実施したことによる増加、商

工費については、プレミアム付商品券事業や事業継続支援給付金給付事業等を実施

したことによる増加が主な要因である。 

また、減少費目のうち、総務費については、基金積立額の減少、民生費については、

価格高騰緊急支援給付金給付事業費（住民税非課税世帯及び家計急変世帯１世帯当

たり３万円）が増加したものの、子育て世帯臨時特別給付金給付事業費（高校生まで

の子どもがいる世帯児童 1 人当たり１０万円）及び住民税非課税世帯等臨時特別給

付金給付事業費（住民税非課税世帯及び家計急変世帯１世帯当たり１０万円）が減少

したことなどによる事業費の減少、教育費については、教師用タブレット購入に係る

事業費の減少などが主な要因である。 

 

（イ）性質別歳出の状況 (第５表(P12)、第９～10 図(P13)、第６表(P16)参照) 

歳出を性質別に分類し、前年度と比較してみると、義務的経費は ３５６億２，０

７６万４千円（構成比 ５２．２％）で、前年度（３８３億１，４９８万９千円、構

成比 ５３．３％）より ２６億９，４２２万５千円、７.０％減少している。子育

て世帯臨時特別給付金給付事業費等により扶助費が ２３億１，３０５万円、１０．

８％減少したことが主な要因である。 

また、行政水準の向上に対して積極的な経費ともいえる投資的経費は ８５億５，

０４６万４千円（構成比 １２．５％）で、前年度（８６億７，６０９万６千円、構

成比 １２．１％）より １億２，５６３万２千円、１．４％減少している。大規模

災害の発生により災害復旧費が増加した一方で、光ブロードバンド整備事業等によ

る事業費の減少により、普通建設事業費が ６億４，８３４万３千円、８．３％減少

したことが要因である。令和３年度全国類似都市の投資的経費 ５４億１，６９８万

８千円（構成比 ９．８％）と比較した場合、３１億３，３４７万６千円上回ってい

る。 

物件費、繰出金等で構成されるその他の経費は、２４１億１，０６９万１千円（構
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成比３５．３％）で、前年度（２４８億９，０３６万７千円、構成比３４．６％）よ

り ７億７，９６７万６千円、３．１％減少している。プレミアム付商品券事業や事

業継続支援給付金給付事業等により補助費等が増加したものの、基金積立額の減が

それを大幅に上回ったことが主な要因である。 

 

（ウ）経常的経費と臨時的経費 (第５表(P12)参照） 

     令和４年度の経常的経費は ４６８億１７８万７千円（前年度 ４６２億４，５

８０万６千円）で、臨時的経費は ２１４億８，０１３万２千円（同 ２５６億３，

５６４万６千円）となっている。構成割合は ６８．５：３１．５（同 ６４．３：

３５．７）で経常的経費が臨時的経費を大きく上回っている。 

 経常的経費の構成比が高いほど財政の弾力性が低くなることから、今後も経常的

経費の抑制を図り、経常余剰の確保に努める必要がある。 

 

（３）経常収支比率 (第１表(P３)、第３表(P５)、第５表(P12)参照) 

財政運営にあたっては、常にその健全性の確保に努める必要があり、特に臨時の財政

需要に対する財政の適応力、財政構造の弾力性に配慮しなければならない。 

財政構造の弾力性を判断する最も一般的な指標として用いられている経常収支比率

は、経常的経費に充当された一般財源等（３０７億８，２８４万円）が経常一般財源等

（３５２億８，１６７万１千円）に占める割合で示されるものであり、令和４年度は 

８７．２％、前年度の ８３．３％から ３．９ポイント上昇し、令和３年度全国類似

都市の ８９．６％と比較すると ２．４ポイント下回っている。 

前年度より経常収支比率が上昇した主な要因は、普通交付税の振替措置である臨時

財政対策債の減少に伴い、経常一般財源等が減少したことによるものである。 

経常収支比率は、比率が低いほど、財政構造に弾力性があり、臨時の財政需要に対 

して余裕を持って柔軟な対応ができることから、今後より一層の経常的経費の節減、合

理化に努めるとともに、経常一般財源等の確保に努め、長期的視野に立脚した計画的か

つ安定的な財政運営に努める必要がある。 

※経常収支比率を算出する際の経常一般財源等には、普通交付税の振替措置である臨時財政対

策債 ５億７，１００万円を含む。 
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市債の状況

第６表　公債費の状況

(単位：千円，％)

令和４年度 令和３年度 比          較

決  算  額 決  算  額 増 減 額 増 減 率

市債元利償還金 6,562,180 6,844,316 ▲ 282,136 ▲ 4.1

性質別 元金 6,390,794 6,627,499 ▲ 236,705 ▲ 3.6

内  訳 利子 171,386 216,817 ▲ 45,431 ▲ 21.0

一時借入金利子 0 0 0 -

合          計 6,562,180 6,844,316 ▲ 282,136 ▲ 4.1

使用料・手数料 99,195 129,953 ▲ 30,758 ▲ 23.7

諸　収　入 0 0 0 -

国県支出金 0 0 0 -

一般財源等 6,462,985 6,714,363 ▲ 251,378 ▲ 3.7

第７表　市債現在高の状況

(単位：千円,％）

             年    度

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 構 成 比

   区    分

公共事業等債 1,384,452 1,246,126 1,274,192 1,262,799 1,198,095 2.5

一般単独事業債 19,717,471 19,691,744 19,030,830 18,288,706 17,166,247 35.3

公営住宅建設事業債 640,314 485,961 347,221 222,709 126,838 0.3

学校教育施設等整備事業債 3,039,533 2,834,644 2,921,039 2,771,752 2,549,852 5.2

辺地対策事業債 846,184 801,738 820,599 835,633 806,979 1.7

災害復旧事業債 455,408 464,615 538,011 611,097 837,715 1.7

一般廃棄物処理事業債 454,932 265,761 105,390 0 0 0.0

社会福祉施設整備事業債 707 533 357 180 0 0.0

一般補助施設整備等事業債 7,800 5,201 7,001 11,060 12,984 0.0

過疎対策事業債 1,768,374 1,608,904 1,519,125 1,362,431 1,404,799 2.9

1,000 0 194,400 194,400 194,400 0.4

財源対策債 1,358,632 1,237,701 1,152,773 1,078,416 1,001,462 2.1

減税補填債 343,963 264,075 193,627 133,493 85,449 0.2

臨時財政対策債 25,402,538 24,978,249 24,471,194 24,506,648 22,932,375 47.2

その他 34,152 29,211 24,107 18,835 13,390 0.0

287,919 267,275 246,346 224,007 200,847 0.4

134,838 115,575 96,313 77,050 57,788 0.1

5,798 4,523 3,240 1,950 652 0.0

0 0 0 0 5,500 0.0

合          計 55,884,015 54,301,836 52,945,765 51,601,166 48,595,372 100.0

区          分

減収補填債(S61･H5～7･9～30・R1～
4年度分)

防災・減災・国土強靱化緊急対策事業債

国の予算貸付・政府関係機関貸付債

全国防災事業債

財
源
別
内
訳

（旧）緊急防災・減災事業債
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             年    度

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 構成比

   区    分

財政融資(旧資金運用部資金含む) 29,736,705 28,743,233 28,581,786 28,020,941 26,777,414 55.1

旧郵貯資金 130,289 110,215 93,276 76,328 59,371 0.1

旧簡保資金 1,722,676 1,351,882 1,021,535 723,140 463,158 1.0

計 31,589,670 30,205,330 29,696,597 28,820,409 27,299,943 56.2

8,439,637 7,697,273 7,051,873 6,887,109 6,495,265 13.4

国の予算貸付・政府関係機関貸付 287,919 267,275 246,346 224,007 200,847 0.4

市中銀行 7,678,925 7,769,435 8,470,375 7,078,810 6,705,052 13.8

その他の金融機関 6,667,002 7,258,083 6,470,362 7,678,627 7,117,451 14.6

共済組合等 1,220,862 1,104,440 1,010,212 912,204 776,814 1.6

合          計 55,884,015 54,301,836 52,945,765 51,601,166 48,595,372 100.0

政府
資金

第８表　借入先別市債現在高の状況

地方公共団体金融機構資金（旧公庫資金含む）

(単位：千円,％)

 第９表　目的別市債現在高の状況
( 単位：千円，％ )

１　普　通　債 26,155,528 566,200 1,954,900 4,131,195 24,545,433 50.5

 （１）総  務 257,581 0 0 118,267 139,314 0.3

 （２）民  生 180 0 0 180 0 0.0

 （３）衛　生 0 0 0 0 0 0.0

 （４）労  働 0 0 0 0 0 0.0

 （５）農林水産 808,569 10,900 70,500 81,409 808,560 1.7

 （６）公有林 224,007 0 0 23,160 200,847 0.4

 （７）商  工 269,671 0 0 23,357 246,314 0.5

 （８）土  木 3,785,100 31,100 147,300 531,432 3,432,068 7.1

 （９）公営住宅 222,709 0 0 95,871 126,838 0.2

 （10）消  防 1,024,441 0 210,600 200,607 1,034,434 2.1

 （11）教  育 3,054,334 0 126,100 276,430 2,904,004 6.0

 （12）過疎対策 1,362,431 79,000 175,800 212,432 1,404,799 2.9

 （13）辺地対策 835,633 0 85,700 114,354 806,979 1.7

 （14）合併特例 14,292,037 445,200 1,138,900 2,448,251 13,427,886 27.6

 （15）一般会計出資 18,835 0 0 5,445 13,390 0.0

２　災害復旧債 611,097 10,400 282,500 66,282 837,715 1.7

 （１）農林水産 86,811 100 50,400 16,256 121,055 0.2

 （２）土　木 524,286 10,300 232,100 50,026 716,660 1.5

 （３）教　育 0 0 0 0 0 0.0

 （４）その他 0 0 0 0 0 0.0

３　その他 24,834,541 0 571,000 2,193,317 23,212,224 47.8

 （１）減収補填 194,400 0 0 0 194,400 0.4

 （２）減税補填 133,493 0 0 48,044 85,449 0.2

 （３）臨時税収補填 0 0 0 0 0 0.0

 （４）臨時財政対策 24,506,648 0 571,000 2,145,273 22,932,375 47.2

合      計 51,601,166 576,600 2,808,400 6,390,794 48,595,372 100.0

令和４年度中増減額 令和４年度末

区                分
令和３年度末
現   在   高

令和３年度
繰越分

借  入  額
決  算  額

４  年  度
借  入  額
決  算  額

４  年  度
元金償還額
決  算  額

現  在  高 構成比
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第１０表　市債発行額等の推移

(単位：千円）

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

3,383,200 4,761,200 5,162,500 5,282,900 3,385,000

うち臨時財政対策債 1,744,900 1,413,000 1,448,500 2,117,400 571,000

6,928,367 6,701,315 6,806,842 6,844,316 6,562,180

- 55,310,000 54,024,000 51,663,000 52,331,000

55,884,015 54,301,836 52,945,765 51,601,166 48,595,372

- ▲ 1,008,164 ▲ 1,078,235 ▲ 61,834 ▲ 3,735,628経営健全化計画との差額

市 債 発 行 額

市 債 残 高

元 利 償 還 金

経営健全化計画における市債残高見込
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平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

億円
第１１図 市債発行額の推移

市債発行額

臨時財政対策債発行額

元利償還金
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580

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

億円 第１２図 市債残高

市債残高

経営健全化計画における市債残高見込

※平成30年度は、霧島市経営健全化計画（第２次改定）から同計画（第３次）への移行期間にあったことから、

目標値を設定していない。
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５ 将来にわたる財政負担 

健全な財政運営を行うためには、単年度限りの歳入・歳出決算ばかりではなく、市債や

債務負担行為のように後年度の財政負担となるものや、積立基金のように年度間の財源を

留保するものについても検討し、総合的な財政状況を把握しておくことが必要である。 

 

（１）市債 (第６～７表(P16)、第８～９表(P17)、第 10 表・第 11～12 図(P18)参照) 

令和４年度末の市債現在高は ４８５億９，５３７万２千円となっており、前年度末

（５１６億１１６万６千円）に比べ、３０億５７９万４千円、５．８％減少している。

この現在高は、令和４年度の市税収入額（１６９億８，２９３万９千円）の ２．８６

倍に相当する額であり、市民一人当たり ３８万９，５３９円（令和３年度全国類似都

市 ３２万９５２円）の借金をしていることになる。 

事業別現在高をみると、地方交付税の振替措置として発行した臨時財政対策債が 

２２９億３，２３７万５千円、構成比 ４７．２％（前年度 ２４５億６６４万８千円、

構成比 ４７．５％）と最も多く、次いで、合併特例債を含む一般単独事業債が １７

１億６，６２４万７千円、構成比 ３５．３％（前年度 １８２億８，８７０万６千円、

構成比 ３５．４％）、学校教育施設等整備事業債が ２５億４，９８５万２千円、構

成比 ５．２％（前年度 ２７億７，１７５万２千円、構成比 ５．４％）となってお

り、これらで全体の ８７．７％を占めている。 

令和４年度に発行した市債の主な内訳は、校舎大規模改修などの小中学校施設整備

事業、（仮称）霧島市クリーンセンター整備・運営事業等に充当した合併特例債が １

５億８，４１０万円、地方交付税（普通交付税）の振替措置として発行した臨時財政対

策債が ５億７，１００万円、令和４年度及び過年度に発生した台風や豪雨等による災

害に対応するための災害復旧事業に充当した災害復旧事業債が ２億９，２９０万円

となっている。 

借入先別現在高は、政府資金が ２７２億９，９９４万３千円で全体の ５６．２％

を占め（前年度 ２８８億２，０４０万９千円、構成比 ５５．９％）、次いでその他

の金融機関 ７１億１，７４５万１千円、構成比 １４．６％（前年度 ７６億７，８

６２万７千円、構成比 １４．９％）、市中銀行 ６７億５０５万２千円、構成比 １

３．８％（前年度 ７０億７，８８１万円、構成比 １３．７％）、地方公共団体金融

機構資金（旧公営企業金融公庫資金を含む） ６４億９，５２６万５千円、構成比 １

３．４％（前年度 ６８億８，７１０万９千円、構成比 １３．３％）の順となってい

る。 

公債費は、極めて硬直性が強い経費であり、財政の健全性を悪化させる大きな要因

になるため、市債発行の「協議制度」移行に伴い導入された実質公債費比率の動向に

は、常に留意する必要がある。 

本市の令和４年度の実質公債費比率（３か年平均）は ６．５％で、前年度（６．

６％）より ０．１ポイント改善している。 

市債を活用した普通建設事業の実施が、実質公債費比率を上昇させることになるた

め、当該事業の実施やそれに伴う市債の発行については、「霧島市経営健全化計画（第

４次）」に基づき、後年度の財源見通しや財政負担の限度等を考慮しつつ、残高の縮減
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に極力努めていく必要がある。 

 

※実質公債費比率とは、公債費による財政負担の程度を示す指標で、１８％以上の団体は、市

債発行に対し総務大臣等の許可が必要となる。１８％未満であることなどの要件を満たせば、

民間資金債の発行においては協議が不要とされ、事前届出で足りる。なお、当該比率には、

公営企業や一部事務組合の公債費に対する繰出金、債務負担行為に基づく支出のうち公債費

に準ずるもの等も算入される。 

 

  

-20-



第１１表　債務負担行為の状況

歳出の状況及び今後の支出予定額の状況 （単位：千円、％）

第１２表　基金の状況

（単位：千円、％）

一般財源等 計

物 件 の 購 入 等 に 係 る も の 124,698 0 124,698 皆増 5,019,792 8,519,000 2,850,000

区　　　　　分 令和４年度 令和３年度

比　　　　較 令 和 ５ 年 度 以 降 支 出 予 定 額

増減額 増減率
国・県
支出金

地方債 その他

9,682,506 26,071,298

0

そ の 他 1,404,796 1,358,376 46,420 3.4 4,598 0 1,077,022

債 務 保 証 又 は
損 失 補 償 に 係 る も の

0 0 0 0.0 0 0 0 0

13,003,113 30,473,525

区　　　　　分
令和４年度末

現在高
令和３年度末

現在高
増減額 増減率 備　考

3,320,607 4,402,227

合　　　　　計 1,529,494 1,358,376 171,118 12.6 5,024,390 8,519,000 3,927,022

減 債 基 金 3,476,862 3,476,101 761 0.0

積
　
　
　
　
立
　
　
　
　
基
　
　
　
　
金

財 政 調 整 基 金 7,670,480 7,788,852 ▲ 118,372 ▲ 1.5

特
　
　
定
　
　
目
　
　
的
　
　
基
　
　
金

特 定 建 設 事 業 基 金 5,653,462 4,983,029

地 域 福 祉 基 金 1,677,602 1,677,602 0 0.0

670,433 13.5

職 員 退 職 手 当 準 備 基 金 564,616 564,604 12 0.0

鹿 児 島 空 港 周 辺 地 域 環 境 整 備 基 金 251,062 278,775 ▲ 27,713 ▲ 9.9

中 山 間 ふ る さ と ・ 水 と 土 保 全 基 金 29,785 37,768 ▲ 7,983 ▲ 21.1

文 化 振 興 基 金 102,801 102,798 3 0.0

国 際 交 流 基 金 222,315 245,750 ▲ 23,435 ▲ 9.5

溝 辺 町 地 域 環 境 整 備 事 業 基 金 3,901 5,358 ▲ 1,457 ▲ 27.2

関 平 鉱 泉 施 設 整 備 基 金 228,763 151,251 77,512 51.2

ま ち づ く り 基 金 1,313,862 1,457,346 ▲ 143,484 ▲ 9.8 平成19年度設置

青 少 年 育 成 基 金 25,020 25,020 0 0.0

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 寄 附 金 等 に よ る
環 境 ま ち づ く り 基 金

38,710 25,703 13,007 50.6 平成28年度設置

ふ る さ と き ば い や ん せ 基 金 2,550,765 2,081,319 469,446 22.6 平成20年度設置

森 林 環 境 譲 与 税 基 金 125,464 56,014 69,450 124.0 令和元年度設置

衛 生 施 設 整 備 基 金 1,402,720 1,102,478 300,242 27.2 平成29年度設置

計 25,338,190 24,059,768 1,278,422 5.3

小　　　　　計 14,190,848 12,794,815 1,396,033 10.9

家 畜 導 入 資 金 貸 付 基 金 156,696 156,696 0 0.0

定
額
運
用
基
金

土 地 開 発 基 金 3,316,327 3,315,833 494 0.0

農 業 経 営 振 興 資 金 貸 付 基 金 55,795 55,784 11

合　　　　　計 28,867,008 27,588,081 1,278,927 4.6

0.0

計 3,528,818 3,528,313 505 0.0
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第１３表　積立基金残高
（単位：千円）

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

積 立 基 金 残 高 22,463,446 21,839,640 21,240,291 24,059,768 25,338,190

うち財政調整基金 9,638,500 8,812,833 7,802,207 7,788,852 7,670,480
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第１３図 積立基金残高と財政調整基金残高

積立基金残高

うち財政調整基金
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（２）債務負担行為 (第 11 表(P21)参照) 

令和４年度末における債務負担行為に基づく令和５年度以降の支出予定額は、３０

４億７，３５２万５千円で、前年度（３０５億４８６万９千円）に比べ、３，１３４万

４千円、０．１％の減となっている。これは、（仮称）霧島市クリーンセンター整備及

び運営業務委託（２８億１２８０万円の減）等の影響によるものである。 

また、その額は歳出決算額（６８２億８，１９１万９千円）の ４４．６％に当たり、

市債現在高（４８５億９，５３７万２千円）と合わせると ７９０億６，８８９万 7 千

円となり、これは歳出決算額の １１５．８％に当たる。 

 

（３）積立基金 (第 12 表(P21)、第 13 表・第 13 図(P22) 参照) 

将来の財政需要に備え、財源をあらかじめ確保することにより財政の健全な運営を

図るために必要な積立基金は、令和４年度末現在高で ２５３億３，８１９万円となっ

ており、前年度末（２４０億５，９７６万８千円）と比べ １２億７，８４２万２千円、

５．３％増加した。積立基金現在高の内訳は、年度間の財源調整を行うための財政調整

基金が ７６億７，０４８万円（前年度 ７７億８，８８５万２千円、対前年度 １億

１，８３７万２千円、１．５％減）と最も多く、次いで、公共施設整備等のための特定

建設事業基金が ５６億５，３４６万２千円（前年度 ４９億８，３０２万９千円、対

前年度 ６億７，０４３万３千円、１３．５％増）、市債の償還を計画的に行うために

資金を積み立てる減債基金が ３４億７，６８６万２千円（前年度 ３４億７，６１０

万１千円、対前年度 ７６万１千円、０．０％増）、寄附者の意向を反映した施策を効

果的に運用するために寄附金を積み立てるふるさときばいやんせ基金が ２５億５，

０７６万５千円（前年度 ２０億８，１３１万９千円、対前年度 ４億６，９４４万６

千円、２２．６％増）の順となっている。 

今後は、衛生施設や教育施設の整備などのハード事業だけではなく、少子・高齢化に

対応するための地域保健福祉施策の充実等、ソフト事業においても多額の財源が必要

となってくる。 

また、地方交付税や国県支出金、市債等をはじめとする依存財源の占める比率が比較

的高いという本市の歳入構造から、中長期的な財政収支の均衡を保持し、将来において

も安定した財政運営を行うことができるように計画的な基金積立を行っていく必要が

ある。 
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（４）今後の財政運営のあり方 

財政状況を正確に把握するためには、単年度の各種財政指標の分析のみでなく、当該

年度の特殊事情や過去の決算推移の状況等を総合的に勘案し判断することが必要であ

るとともに、長期的視野に立脚し、後年度の財政運営に関する配慮が十分になされてい

るか留意する必要がある。 

令和４年度の本市の財政状況を分析してみると、令和３年度に対して、経常収支比率

は ３．９ポイント上昇している。これは、臨時財政対策債の減少等が大きく影響した

ものと考えられる。一方、市債残高は縮小傾向にあり、基金残高は全国の類似都市より

も高い状況である。これは、令和３年度に引き続き、経営健全化に向けた取組を推進し

た結果と言える。 

政府は、令和５年６月 16 日に「経済財政運営と改革の基本方針２０２３ 加速する

新しい資本主義～未来への投資の拡大と構造的賃上げの実現～」を閣議決定し、デフレ

経済からの脱却、急速に進行する少子化とその背景にある若年層の将来不安への対応、

誰もが暮らしやすい包摂社会の実現、気候変動や新型コロナウイルス感染症の経験を

踏まえた持続可能な経済社会の構築などの課題に直面する中、経済財政運営において

は、大胆な金融政策、機動的な財政政策、民間投資を喚起する成長戦略を一体的に進め

つつ、「成長と分配の好循環」を実現していくこととしている。 

本市においては、市税をはじめとする自主財源の比率が３９．５％と、依然として地

方交付税、国県支出金、市債等依存財源の比率が高い現状にある。そのため、国の動き

を注視しつつ、今後も積極的な財源確保に努める必要がある。また、扶助費をはじめと

する社会保障関係費の増加や（仮称）霧島市クリーンセンター等の大規模な社会資本整

備、学校・道路・橋梁・公共施設をはじめとした公共建築物の老朽化対策、人件費及び

物価の高騰等、更なる歳出の増加が見込まれる。 

これらの現状と課題を踏まえ、「霧島市経営健全化計画（第４次）」の下、健全な財

政基盤を維持しつつ、限りある財源をより効果的・効率的に活用していくとともに、自

治体ＤＸの推進や「霧島市公共施設管理計画」などに基づき、行政サービスの最適化を

図ることで将来にわたって持続可能な行財政運営を推進していくことが必要である。 
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<  資  料  >

（単位：千円）

年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

市税決算額 16,388,407 16,333,637 16,211,223 16,375,006 16,982,939

地方交付税（臨財債除く） 14,316,987 14,190,691 14,537,875 15,622,630 15,439,720

普通交付税 12,856,434 12,716,116 13,067,078 14,033,820 13,700,905

特別交付税 1,460,553 1,474,575 1,470,797 1,588,810 1,738,815

臨時財政対策債（臨財債） 1,744,900 1,413,000 1,448,500 2,117,400 571,000

地方交付税（臨財債含む） 16,061,887 15,603,691 15,986,375 17,740,030 16,010,720

※平成30年度の特別交付税は「震災復興特別交付税39千円」を含む。

市税決算額と地方交付税の推移
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<  資  料  >

霧島市の概要（令和５年１月１日現在）

人 令和２年国勢調査 123,135 人

口 平成27年国勢調査 125,857 人

住民基本台帳人口 124,751 人

面      積 603.17 k㎡

人口密度 206.8 人／k㎡

※文中にある「市民一人当たり」の算出に用いる人口は「住民基本台帳人口」である。

(単位：人，％)

令和２年国勢調査 平成27年国勢調査 就業者数

就 業 者 数 構成比 就 業 者 数 構成比 伸 び 率

産   第１次産業 2,657 4.9 3,069 5.5 ▲ 13.4

業   第２次産業 14,656 26.8 14,872 26.7 ▲ 1.5

構   第３次産業 35,911 65.7 36,519 65.6 ▲ 1.7

造   分類不能 1,414 2.6 1,245 2.2 13.6

(参 考)

令和４年度 会計別 決算の状況

(単位：千円，％)

歳      入 歳      出 歳入歳出 翌年度へ繰り 実 質 収 支

総  額 伸率 総  額 伸率 差    引 越すべき財源 総  額 伸率

一般会計  73,042,251 ▲ 3.7 68,290,875 ▲ 5.0 4,751,376 1,230,452 3,520,924 12.2

14,349,367 ▲ 1.2 14,277,514 ▲ 1.0 71,853 0 71,853 ▲ 25.3

1,683,343 7.2 1,676,141 7.2 7,202 0 7,202 1.6

介護保険特別会計 11,738,520 0.6 11,169,534 0.2 568,986 0 568,986 8.0

31,549 8.9 8,272 ▲ 12.6 23,277 0 23,277 19.3

温泉供給特別会計 101,523 34.1 88,703 21.7 12,820 10,000 2,820 ▲ 0.1

合      計 100,946,553 ▲ 2.7 95,511,039 ▲ 3.6 5,435,514 1,240,452 4,195,062 10.7

会   計   名

区      分

交通災害共済事業特別会計

後期高齢者医療特別会計

国民健康保険特別会計  
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〈　資　料　〉　

入湯税等の充当事業　　

(１)入湯税の充当事業

（単位：千円）

うち入湯税

166,646 2,743 0 128,425 16,300 19,178 12,306

15,019 0 0 0 0 15,019 13,169

123,483 0 0 0 27,800 95,683 69,586

観光宣伝 18,827 0 0 0 0 18,827 12,236

イベント 15,066 0 0 0 5,200 9,866 9,583

団体への補助等 89,590 0 0 0 22,600 66,990 47,767

305,148 2,743 0 128,425 44,100 129,880 95,061

(２)都市計画税の充当事業

（単位：千円）

うち都市計画税

１　土地区画整理事業 407,032 26,181 262 20,600 5,647 354,342 301,372

住宅市街地総合整備事業 688 0 0 0 607 81

麓第一地区 57,439 0 3 0 5,040 52,396

浜之市地区 68,117 10,000 245 8,700 0 49,172

隼人駅東地区 280,788 16,181 14 11,900 0 252,693

２　街路事業 205,349 111,457 0 47,100 490 46,302 46,302

街路事業 136,935 54,093 0 41,900 300 40,642

都市再生整備計画事業 68,414 57,364 0 5,200 190 5,660

３　公園事業 12,175 0 0 0 7,000 5,175 5,175

公園整備事業等 12,175 0 0 0 7,000 5,175

４　公債費 467,658 0 0 0 0 467,658 178,803

都市計画事業 431,839 0 0 0 0 431,839

公園事業 35,819 0 0 0 0 35,819

1,092,214 137,638 262 67,700 13,137 873,477 531,652

事業名
令和４年度
事　業　費

財　　　源　　　内　　　訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

１　消防施設等整備事業

２　観光施設整備事業

３　観光振興事業

合　　　　　　　計

事業名

合　　　　　　　計

財　　　源　　　内　　　訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

令和４年度
事　業　費
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（３）地方消費税交付金の充当事業

（単位：千円）

(４)航空機燃料譲与税の充当事業

（単位：千円）

うち航空機
燃料譲与税

１　騒音等障害防止 327,640 105,249 11,982 94,300 77,705 38,404 17,946

住宅の騒音防止 4,304 0 0 0 4,133 171

学校・病院等の騒音防止 286,994 105,249 11,982 94,300 46,870 28,593

共同利用施設の整備 35,440 0 0 0 25,800 9,640

テレビ受信料助成 902 0 0 0 902 0

その他 0 0 0 0 0 0

２　空港の整備及び維持管理 0 0 0 0 0 0 0

３　空港に関連する道路等の整備 520,694 53,571 0 0 12,040 455,083 117,269

道路の整備 508,519 53,571 0 0 5,040 449,908

公園の整備 12,175 0 0 0 7,000 5,175

４　消防設備の整備 38,188 2,743 0 34,554 0 891 879

消防施設の整備・建設 38,188 2,743 0 34,554 0 891

886,522 161,563 11,982 128,854 89,745 494,378 136,094

(５)森林環境譲与税の充当事業

（単位：千円）

１　担い手育成・確保 5,708 0 0 0 0 5,708 5,708

２　生産基盤整備 8,546 0 0 0 0 8,546 8,546

３　森林整備・森林管理 38,904 0 0 0 0 38,904 18,987

４　木材利用促進 2,061 0 0 0 0 2,061 2,061

55,219 0 0 0 0 55,219 35,302

事業名
令和４年度
事　業　費

財　　　源　　　内　　　訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

うち、地方消費税交付金
（社会保障財源化分）

一般財源

926,096

668,277

90,199

1,684,572

5,385,870

1,623,910

3,012,549

749,411

1,901,306

2,660,349

9,947,52525,118,251

事業名

１　社会福祉

社会福祉費（障がい者、高齢者等）

児童福祉費

生活保護費

２　社会保険（国民健康保険、介護保険）

３　保健衛生（予防費、健康増進費等）

合　　　　　　　計

18,860,914

5,267,309

10,541,161

3,052,444

2,616,132

3,641,205

令和４年度
事　業　費

合　　　　　　　計

合　　　　　　　計

事　業　名
令和４年度
事　業　費

財　　　源　　　内　　　訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 うち森林
環境譲与税
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